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60 歳から 65 歳に引き上げられ、段階的に引き上げの特例措置が実施されること
になった 6。男性は 1941 年 4 月 2 日以降生まれから 2 歳の階層ごとに支給開始
年齢が 1 歳ずつ引き上げられて行き 1949 年 4 月 2 日以降生まれからは定額部分
の支給がなくなる。女性は 1946 年 4 月 2 日以降生まれから同様に 2 歳の階層ご
とに支給開始年齢が引き上げられて 1954 年 4 月 2 日以降生まれからは同支給は
なくなる（図表 1-1 参照）。結果として老齢厚生年金の定額部分の支給開始が 2001





された者を対象に行われる給付である。60 歳から 65 歳に達する月の間が支給対









酬比例部分の支給開始を 2013 年度から 2025 年度までに 60 歳から 65 歳まで段
階的に引き上げることとなっている。これにより男性は 1953 年 4 月 2 日以降生
まれから 2 歳の階層ごとに支給開始年齢が 1 歳ずつ引き上げられて行き 1961 年
4 月 2 日以降生まれからは 65 歳前の支給がなくなる。女性は 1958 年 4 月 2 日
以降生まれから同様に 2 歳の階層ごとに支給開始年齢が引き上げられて 1966 年


































65 歳までの雇用確保措置の実施済企業の割合は 99.7％（155,638 社）になって
いる。企業規模別に雇用確保措置の実施済企業の割合をみると、大企業では
99.9％（16,216 社）、中小企業では 99.7％（139,422 社）であるという。雇用確







の廃止及び 65 歳以上定年制が 19.6％（30,656 社）、希望者全員が 66 歳以上まで
働ける継続雇用制度の導入が 5.7%（8,895 社）である。制度を問わず 70 歳以上
まで働ける企業が 22.6%（35,276 社）まで増えているということである 11。 
 
図表 1-1：老齢厚生年金の支給開始年齢引き上げ 

































































































図表 2-1 は 15 歳以上の人口推移を年齢・性別に示したものである。2013 年
以降の 6 年間で人口総数は減少しており、男女ともに 15～64 歳の人口は毎年
38 
減少傾向であった。一方で 65 歳以上の人口は毎年増加傾向にある。人口構造
の変化が顕著であり、2018 年時点で 65 歳以上の人口が 15 歳以上人口総数に
占める割合はおおむね 30％以上になるのである。 
 
図表 2-1：15 歳以上の人口の年齢・性別推移、出典 厚生労働省「労働力調査」
2018 年に筆者が加筆・修正。 
（万人） 
性別 男女計 男性 女性 


































































































































































































図表 2-2 は労働力人口の推移を年齢・性別に示したものである。2013 年から
6 年間で 15 歳以上人口は減少していることを上記で確認したが、労働力人口は
















図表 2-2：労働力人口の年齢・性別推移、出典 厚生労働省「労働力調査」2018 年 
（万人） 
性別 男女計 男性 女性 







































































































































































































図表 2-3：就業者数の年齢・性別推移、出典 厚生労働省「労働力調査」2018 年 
（万人） 
性別 男女計 男性 女性 
































































































































































































































図表 2-4：非正規の雇用者数の年齢・性別推移、厚生労働省「労働力調査」2018 年 
（万人） 










































































































































































































































齢者雇用を行っている A 社・B 社・C 社・D 社の 4 社である。各社の概要を図













・3 事業所／5 事業を運営 
40 人 10 人 





30 人 5 人 
C 社 東京都 
品川区 
・人材紹介業 5 人 2 人 
D 社 神奈川県 
川崎市 







































































しかしながら B 社の定年年齢は社員・パートタイマーともに 60 歳であり、





C 社は 2015 年に大企業を早期退職した創業者が、企業勤務時代の数人の元
上司・同僚とともに始めた人材紹介業の法人である。2019 年現在で代表者は
60 歳以下であるが、前述した労働者の年齢をみると、69 歳及び 62 歳の二人の












取り組みたいと考えている。2019 年現在は 60 歳以上のパートタイマーが 1 名
いるものの、こちらも上述した 3 社の事例と同じく、就業規則において定年年






















「貯蓄」については合計 1000 万円未満については 100 万円ごとの区分で、









と 2 の中間）・3．普通・4（3 と 4 の中間）・5．不幸せ、「将来への不安さ」と






※1 仕事への満足度： 1.満足している 2.ある程度満足している 3.どちらともいえない  
4.どちらかといえば不満である 5.不満である 
※2 現在の 幸せ度： 1.幸せ 2（1 と 2 の中間） 3.普通  4（3 と 4 の中間） 5.不幸せ 
※3 将来への不安度： 1.安心 2（1 と 2 の中間） 3.普通  4（3 と 4 の中間） 5.不安 
 


























a-1 67 歳／女性 正社員 10-15 30 900-1000 2000-2500 1 1 2 
a-2 86 歳／女性 ？ 15 未満 7 200-300 500-600 1 1 1 
a-3 86 歳／男性 ？ 10-15 7 200-300 500-600 1 1 1 
a-4 65 歳／女性 パート等 20-25 10 3000 以上 3000 以上 1 2 2 
a-5 60 歳／男性 パート等 10-15 0 1500-2000 400-500 1 1 3 
a-6 65 歳／女性 パート等 40-45 35 3000 以上 3000 以上 2 1 3 
a-7 65 歳／女性 パート等 35-40 40 ？ ？ 1 1 3 
a-8 62 歳／女性 正社員 50 以上 13 1500-2000 1000-1500 2 1 2 
a-9 63 歳／男性 経営者等 50 以上 20 900-1000 2000-2500 1 3 3 
a-10 64 歳／女性 パート等 10-15 25 1500-2000 500-600 1 2 4 
 
B 社（5 人） 

















b-1 62 歳／女性 パート等 30-35 ？ 1000-1500 2000-2500 3 3 3 
b-2 59 歳／女性 パート等 20-25 10 100-200 900-1000 2 2 2 
b-3 62 歳／女性 パート等 25-30 ？ 0 0 2 1 1 
b-4 65 歳／女性 パート等 10-15 5 100 未満 400-500 1 1 3 
b-5 68 歳／女性 非正規社員 30-35 ？ 1500-2000 0 2 1 3 
 
C 社（2 人） 

















c-1 61 歳／男性 経営者等 30-35 12 3000 以上 3000 以上 2 2 3 
c-2 69 歳／男性 パート等 25-30 30 800-900 400-500 2 3 3 
 
D 社（1 人） 









































































このように A 社・B 社・C 社・D 社の高齢者雇用への方針・取り組みの方法
や段階は異なるものがあったが、就業規則に定められた雇用管理制度（高齢者
雇用確保措置）に関しては、全社において共通性がみられた。すなわち定年年





















































影響を与えており、2017 年には 65 歳までの雇用確保措置の実施済企業の割合
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